
（平成２３年４月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 23 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 18 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、昭和 61 年４月から平成２年２月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から平成２年２月まで 

        申立期間について、私の妻の国民年金保険料は納付済みとなっているのに、

世帯主である私の保険料が未納となっていることは考えられない。 

    「ねんきん特別便」では、昭和 59 年３月から平成２年２月までの期間が

国民年金未加入期間とされていたが、年金事務所で確認してもらったところ、

その全ての期間が加入期間に変更され、そのうち昭和 59 年３月から同年６

月までは、保険料納付済みとして記録が訂正されたが、その訂正された理由

も不明である。 

    また、私は、申立期間の確定申告書（控）等を所持しており、その社会保

険料控除額の中に、国民年金保険料相当額が含まれているので、申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

          

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、確定申告書の作成を税理士に委任しており、申立

人が所持する確定申告書（控）の各年分において計上されている社会保険料控

除額（国民年金分）を確認したところ、昭和 61年分、63年分及び平成元年分

については、実際に納付した場合の国民年金保険料額とほぼ一致している。 

また、一緒に国民年金保険料を納付していた申立人の妻は、自身の源泉徴収

票により、申立期間の保険料控除が確認できることから、申立人の確定申告書

（控）に記載された保険料額は、申立人のものと考えられる。 

さらに、昭和 62 年分については、確定申告書が保存されていないが、その

前後の年分の状況から、当該年分も同様に社会保険料控除額（国民年金分）が

記載されていたものと推測される。 



加えて、申立人の昭和 59年３月 25日に再取得した国民年金強制加入資格を、

60年１月 28日付けで厚生年金第４種被保険者の資格を取得しているとの理由

から取り消した上、国民年金の未加入期間に変更し、納付済みであった 59 年

３月から同年６月までの国民年金保険料を還付している記録となっていたと

ころ、申立人が厚生年金保険の受給資格を有しているため同保険第４種被保険

者となり得ないことが判明し、平成 21年８月 10日付けで国民年金未加入期間

となっていた昭和 59 年３月から 61 年３月までを任意加入期間に、61 年４月

から平成２年２月までを強制加入期間にそれぞれ変更し、昭和 59 年３月から

同年６月までの期間は保険料の納付済期間として記録訂正されていることが

オンライン記録により確認できることから、申立人の記録管理が適切に行われ

ていなかった状況が見受けられる。 

しかしながら、ⅰ）申立人が所持する昭和 59年分及び 60年分確定申告書（控）

の社会保険料控除額欄には、申立期間の国民年金保険料相当額の記載が確認で

きないこと、ⅱ）59 年３月の資格取得が 60 年１月 28 日に取り消され、それ

まで納付された保険料が還付されており、資格喪失された期間には納付書が発

行されなかったものと考えられることなど、59年７月から 61年３月までの保

険料については、納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 61 年４月から平成２年２月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 

 



北海道国民年金 事案 1985 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58年４月から 59年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年１月から同年３月まで 

② 昭和 58年４月から 59年３月まで 

申立期間①については、私の両親が経営するＡ店の手伝いをしていた私に

代わって、私の母親が、私の国民年金の加入手続を行い、両親の保険料と併

せて私の保険料も納付してくれたはずである。 

申立期間②については、自分で国民年金保険料を納付するようになった頃

であり、私は、納付期限が過ぎた保険料については、役所に連絡して過年度

納付書を郵送してもらい納付するなどして、保険料に未納が無いように気を

付けていた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、昭和 57 年頃から国民年金保険料を自身

で納付するようになったとしているところ、申立人及び申立人の母親の保険

料の納付日は、57 年７月分から異なっていることが確認でき、申立人はこ

の頃から自身で保険料を納付していたものと推認できる上、当該期間を除く

申立人の 57 年７月以降の国民年金加入期間の保険料に未納は無いことから、

申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

    また、申立人は、納付すべき国民年金保険料の納付期限が過ぎている場合

は、その都度、過年度納付書の交付を依頼して保険料を納付し、保険料が未

納とならないように気を付けていたと述べているところ、申立人は、昭和

57 年７月から平成３年３月までの国民年金加入期間に、過年度納付を少な

くとも 29 回行っていることが申立人の所持している領収書等により確認で



き、申立人が述べている保険料が未納とならないように気を付けていたとす

る形跡がうかがえることから、納付意識の高い申立人が申立期間②の保険料

を納付したと考えても不自然ではない。 

  ２ 申立期間①について、申立人は、当該期間当時の国民年金保険料は申立人

の母親が納付してくれていたとしているところ、申立人自身は当該期間の保

険料納付に直接関与していない上、申立人の母親から当該期間の納付状況等

について聴取できないことから、当該期間当時の保険料の納付状況は不明で

ある。 

    また、申立人と同居していた申立人の両親の申立期間①について、ⅰ）申

立人の父親の国民年金保険料は未納となっていること、ⅱ）申立人の母親は、

当該期間及びその前後は厚生年金保険の加入期間であるにもかかわらず、当

該期間の前後について国民年金保険料を納付したため還付されているが、当

該期間については国民年金保険料を納付しておらず、還付された形跡も見当

たらないことから、申立人の母親が申立人の当該期間の保険料のみを納付し

たものとは考え難い。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和58年４月から59年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



北海道国民年金 事案 1986 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 57年１月から同年３月までの期間、59年１月から同年３月ま

での期間及び 60 年４月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 59年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 60年４月から同年９月まで 

    私は、昭和 56年 10月に婚姻し、国民年金の加入手続及び国民年金保険料

納付は全て私の夫に任せていた。夫は、私と夫の母親の保険料も併せて納付

してくれていた。申立期間について、義母は国民年金保険料の納付済期間に

なっているのに、私だけが未納期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人及び申立人の義母の国民年金保険料と併せて申立人の夫が

納付してくれていたと述べているところ、申立人及び申立人の夫の保険料の納

付日が確認できる昭和 56 年９月から平成２年３月までの期間についてみると、

申立人の夫と同一日に保険料を納付していることが確認できることから、申立

人の主張に不合理な点は認められない。 

また、申立期間①及び②について、申立人の義母の国民年金保険料は、国民

年金加入期間満了月の昭和 59 年１月まで納付済期間になっている上、申立人

の申立期間①及び②前後の保険料は、現年度納付されていることが確認できる

ことから、申立人の夫が当該期間の保険料のみを納付していなかったものとす

ることは不自然である。 

さらに、申立期間③について、当該期間直前の昭和 59年７月から 60年３月

までの国民年金保険料は、60 年４月に納付されていることが確認でき、その

時点で申立期間③の保険料は現年度納付が可能なものである上、当該期間以降



の保険料は全て納付されていることから、申立人の夫が申立期間③の保険料の

みを納付していなかったものとは考え難い。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1987 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から 56 年３月までの期間、57 年１月から同年３月

までの期間、59年１月から同年３月までの期間及び 60年４月から同年９月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年４月から 56年３月まで 

             ② 昭和 57年１月から 同年３月まで 

             ③ 昭和 59年１月から 同年３月まで 

                          ④ 昭和 60年４月から 同年９月まで 

私は、昭和54年10月から私の父親が経営するＡ店で働くことになったが、

55 年＊月に父親を事故で亡くし、私が後継者として店の経営から金銭管理

まで全責任を負うことになった。 

国民年金保険料も婚姻する前までは私が私の母親の分と併せて納付し、婚

姻後は妻の分も含めて納付していた。申立期間について、私の母親は国民年

金保険料の納付済期間になっているのに、私だけが未納期間とされているこ

とに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻及び申立人の母親の国民年金保険料と併せて申立人が

保険料を納付していたと述べているところ、申立人及び申立人の妻の保険料の

納付日が確認できる昭和 56 年９月から平成２年３月までの期間についてみる

と、申立人の妻と同一日に保険料を納付していることが確認できることから、

申立人の主張に不合理な点は認められない。 

 また、申立期間①について、当該期間以降の国民年金保険料は、申立人が申

立人の母親の保険料と併せて納付していたとする主張に不自然さはなく、その

母親の当該期間の保険料は納付済期間になっていることから、申立人の保険料

も同時に納付されていたものと推認できる。 



さらに、申立期間②及び③について、申立人の母親の国民年金保険料は、国

民年金加入期間満了月の昭和 59 年１月まで納付済期間になっている上、申立

人の申立期間②及び③前後の保険料は、現年度納付されていることが確認でき

ることから、申立人が当該期間の保険料のみを納付していなかったものとする

ことは不自然である。 

加えて、申立期間④について、当該期間直前の昭和 59年７月から 60年３月

までの国民年金保険料は同年４月に納付されていることが確認でき、その時点

で申立期間④の保険料は現年度納付可能期間である上、当該期間以降の保険料

は全て納付されていることから、申立人が申立期間④の保険料のみを納付して

いなかったものとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1988 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年 10月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年 12月まで 

    私は、昭和 48 年４月１日付けでＡ社を退職したため、夫婦二人でＢ市Ｃ

区役所において、国民年金の加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、私が夫婦二人分の保険料を定期的

に同区役所で納付していた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と短期間である。 

また、申立人の国民年金保険料は、オンライン記録により、申立期間の直後

から 60 歳に到達する前月までの保険料が全て納付済みであること、及び納付

月が確認できる昭和 61 年度以降の保険料を期限内に納付していることが確認

できることから、申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

さらに、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号

の被保険者状況調査等により、昭和 51 年１月頃に夫婦連番で払い出されたも

のと推認でき、申立人夫婦の国民年金への加入手続はこの頃に行われたと考え

られるところ、その時点で、申立期間のうち 48年 10月から同年 12月までの

国民年金保険料は過年度納付が可能であり、保険料の納付意識の高かった申立

人がこれを納付したと考えても不自然ではない。 

   しかしながら、申立期間のうち昭和 48 年４月から同年９月までの期間につ

いては、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される 51

年１月の時点で、既に時効により国民年金保険料を納付できない期間である。 



その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年 10月から同年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



北海道国民年金 事案 1989 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年 10月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年 12月まで 

    私は、私の夫が昭和 48 年４月１日付けでＡ社を退職したため、夫婦二人

でＢ市Ｃ区役所において、国民年金の加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、私の夫が夫婦二人分の保険料を定

期的に同区役所で納付してくれていた。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と短期間である。 

また、申立人の国民年金保険料は、オンライン記録により、申立期間の直後

から 60 歳に到達する前月までの保険料が全て納付済みであること、及び納付

月が確認できる昭和 61 年度以降の保険料が期限内に納付されていることが確

認できることから、申立人の保険料を納付していたとする申立人の夫の保険料

の納付意識は高かったものと認められる。 

さらに、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号

の被保険者状況調査等により、昭和 51 年１月頃に夫婦連番で払い出されたも

のと推認でき、申立人夫婦の国民年金への加入手続はこの頃に行われたと考え

られるところ、その時点で、申立期間のうち 48年 10月から同年 12月までの

国民年金保険料は過年度納付が可能であり、保険料の納付意識の高かった申立

人の夫がこれを納付したと考えても不自然ではない。 

   しかしながら、申立期間のうち昭和 48 年４月から同年９月までの期間につ

いては、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される 51



年１月の時点で、既に時効により保険料を納付することができない期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年 10月から同年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3685～3699（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を<標準賞与額>（別添一覧

表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名：  

    基礎年金番号：  別添一覧表参照 

    生 年 月 日：  

    住    所：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 平成 16年４月 30日 

申立期間において、Ａ社から賞与が支給されているが、支給された賞与に

ついて、事業主から賞与支払届が提出されていなかった。同社は、事後訂正

を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により

納付できず、当該記録訂正は行われたものの、厚生年金保険の給付に反映さ

れないので、厚生年金保険が給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与一覧表（個人別）により、申立人は、申立期間に同

社から賞与の支払いを受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与一覧表（個人別）に

おける厚生年金保険料控除額から、<標準賞与額>（別添一覧表参照）とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、



 

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

   

 

  （注） 同一事業主に係る同種案件 15件(別添一覧表参照) 
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別紙【北海道厚年あっせん一覧表】（北海道）

事案番号 性別 基礎年金番号 生年月日 都道府県
納付記録の訂正
が必要な期間

標準賞与額

3685 男 昭和57年生 平成16年４月30日 ８万円

昭和18年生

（死亡）

3687 男 昭和18年生 平成16年４月30日 ８万円

3688 男 昭和21年生 平成16年４月30日 ５万円

3689 男 昭和23年生 平成16年４月30日 ７万円

3690 女 昭和20年生 平成16年４月30日 ４万円

3691 男 昭和36年生 平成16年４月30日 10万4,000円

昭和31年生

（死亡）

3693 男 昭和18年生 平成16年４月30日 18万円

3694 男 昭和10年生 平成16年４月30日 ４万円

3695 男 昭和31年生 平成16年４月30日 10万4,000円

3696 男 昭和18年生 平成16年４月30日 ２万4,000円

3697 男 昭和15年生 平成16年４月30日 ２万4,000円

3698 男 昭和46年生 平成16年４月30日 ３万円

3699 男 昭和17年生 平成16年４月30日 ３万円

男 平成16年４月30日 ８万8,000円

3692 男 平成16年４月30日 10万円

3686



 

北海道厚生年金 事案 3700 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 49 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 16万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月 31日から同年９月１日まで 

昭和23年６月21日から平成３年１月１日までＢ社及び同社の関連会社に

継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間について、厚生年金保険の

加入記録が無い。 

申立期間は、出向していたＡ社からＢ社Ｃ支店へ戻った時期なので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人が所持していたＢ社に係る「経歴書」及び

同社Ｄ支店から提出された「人事異動の写し」により、申立人は申立期間にお

いてＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 49

年７月の社会保険事務所（当時）の記録から 16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、厚生年金保険料を納付したか否かについては不

明としているが、事業主が厚生年金保険被保険者資格喪失日を昭和 49年９月

１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31日と誤

って記録したとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の厚生年金保険料につ



 

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち昭和 41 年１月１日から同年５月９日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)における厚生年金保険被保険者

資格取得日に係る記録を同年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２

万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 40年 10月 16日から 41年５月９日まで 

          ② 昭和 52年２月 21日から 54年 12月 21日まで 

          ③ 昭和 55年４月１日から 56年 11月 10日まで 

申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＣ社に、申立期間③

についてはＤ社に、それぞれＥ職として勤務していた。厚生年金保険料控除

の事実を確認できる資料は、昭和 40年 12月及び 41年１月の給与支払明細

書のみであるが、各申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立期間①当時にＡ社において勤務を開始したとす

る者が、「私は昭和 40 年 12 月からＥ職として勤務していた。私が勤務を開

始した時点で、申立人は既にＥ職として勤務していた。」と述べている上、

申立人は、同年 12 月分の賞与に係る給与支払明細書を所持していることか

ら、入社日の特定はできないものの、申立人は同年 12 月には既に当該事業

所に勤務していたものと判断できる。 

  また、申立人が所持する昭和 41 年１月分の給与支払明細書によると、給

与から厚生年金保険料が控除されていることが確認でき、申立人は、同年２

月分以降の同明細書を所持していないものの、引き続き勤務していたことが



 

認められることから、同年１月分のみの厚生年金保険料が控除されていたと

は考え難く、同年１月以降についても、厚生年金保険被保険者として、事業

主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことが認められ、申立人

の当該事業所における厚生年金保険被保険者資格取得日を 41 年１月１日に

訂正することが必要である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が所持する昭和 41 年

１月分の給与支給明細書で確認できる厚生年金保険料控除額から、２万

4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、社会保険事務所(当時)の記録における当該事業所の厚生年

金保険被保険者資格取得日と雇用保険の被保険者記録における資格取得日

が同日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同

じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 41 年５月９

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

１月から同年４月までの厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は申立人に係る当該期間の同保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

２ 申立期間①のうち昭和 40年 10月 16日から 41年１月１日までの期間につ

いて、前述のとおり、申立人が、40年 12月には既に当該事業所において勤

務していたものと推認できる。 

しかしながら、申立期間①における申立人の勤務状況及び厚生年金保険の

適用状況について、Ｂ社に照会したところ、「当時の資料を保管していない

ので、回答できない。」としていることから、申立人の当該事業所における

入社日及び当該期間における厚生年金保険料控除について確認できない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち生存及び所在が確認できた３

人(姓のみを記憶する同僚と同姓の厚生年金保険被保険者を含む。)、及び当

該期間に当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得したこと

が確認できる二人に照会したものの、当該期間において申立人の給与から厚

生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる供述を得ることはでき

ない。 

さらに、申立人が、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間に係る申立ての事実を確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間②について、Ｃ社は、平成 18 年３月７日に厚生年金保険の適用



 

事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も所在不明であることから、

申立人の申立期間②における勤務状況及び厚生年金保険の適用状況につい

て確認することができない。 

また、オンライン記録によると、申立人が姓のみを記憶する同僚３人のう

ち１人については、当該事業所の厚生年金保険被保険者に同姓の者は確認で

きず、残りの二人については、同姓の者が当該事業所の厚生年金保険被保険

者であったことが確認できるものの、一人は既に死亡しており、別の一人か

らは具体的な回答が得られないことから、申立人の申立期間②における勤務

状況及び厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

さらに、オンライン記録により、申立期間②当時、当該事業所において厚

生年金保険被保険者であったことが確認できる 23 人に照会したところ、回

答が得られた 13 人のうち申立人を記憶している者は一人のみであり、同人

は、「申立人の勤務期間については分からない。」と述べている。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の当該事業所における

被保険者記録は確認できない上、申立期間②のうち昭和 53 年４月１日から

同年 12月 25日までの期間については、他の事業所における被保険者記録が

確認できる。 

その上、申立人が、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間②に係る申立ての事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

４ 申立期間③について、Ｄ社に照会したところ、「申立人は昭和 55年４月か

らＥ職として勤務していた。」と回答していること、申立期間③当時に勤務

を開始したとする者が、「私は昭和 55 年３月からＥ職として勤務していた。

私が入社してから１か月から２か月後に申立人が入社してきた。」と述べて

いることから、申立人は申立期間③において同社に勤務していたことは認め

られる。 

しかしながら、当該事業所は、「当時の資料が残されていないため、申立

人の厚生年金保険料の控除については確認できない。申立人は、入社時はＦ

職であったが、社員になっても本人の希望により厚生年金保険には加入しな

かった。申立人が厚生年金保険に加入したのは、申立人が結婚した頃であっ

たと思う。」と回答しているところ、申立人の婚姻は昭和 57年１月であるこ

とが戸籍謄本により確認できる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚二人(このうち一人は姓のみを記憶)と同

姓の者で、申立期間③当時、当該事業所において厚生年金被保険者であった



 

ことが確認できる者は、所在不明であるため、申立人の申立期間③における

厚生年金保険料の控除について確認できる供述を得ることができない。 

さらに、オンライン記録により申立期間③当時、当該事業所において厚生

年金保険被保険者であったことが確認できる 12 人に照会したところ、８人

から回答が得られたものの、申立期間③において申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる供述を得ることはできない。 

加えて、申立人が、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間③に係る申立ての事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3702 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日を昭和 27年４月１日、同資格喪失日を 31年４月１日とし、申立期間

の標準報酬月額については、27年４月から 28年８月までは 6,000円、同年９

月から 29 年９月までは 7,000 円、同年 10月から 30 年９月までは 6,000 円、

同年 10月から 31年３月までは 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から 31年４月１日まで 

申立期間は、Ａ社に再入社しＢ職として勤務していたので、厚生年金保険

料控除の事実を確認できる資料等は無いが、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立人が所持するＣ社発行の経歴補正による給与の再計算申告書について

の解決書の記録により、申立人が申立期間においてＡ社にＢ職として勤務し

ていたことが認められる。 

   また、申立人が名前を挙げた同僚４人（いずれも故人）は、健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿によると、当該事業所において申立期間の全部

又は一部について厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

      さらに、申立人は当該事業所における以前の経験をもとに再入社し、申立期

間当時の従業員数は申立人を含み４人から９人ぐらいであったと述べている

ところ、ⅰ）オンライン記録により、申立人は昭和 21 年５月７日から 22 年

12月 30日までの期間、当該事業所における厚生年金保険の被保険者記録が確

認できること、ⅱ）上記解決書の記録により、申立人は当該期間においても

Ｂ職として勤務していたことが確認できること、ⅲ）当該事業所の健康保険

厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申立期間当時の厚生年金保険被

保険者数は３人から９人で推移していることが確認できることから判断する



 

と、申立期間当時、事業主はほぼ全ての従業員を厚生年金保険に加入させ、

申立人を申立期間においても厚生年金保険に加入させていたものと考えられ

る。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

      また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所における同年代の同

僚の記録から、昭和 27 年４月から 28 年８月までは 6,000 円、同年９月から

29年９月までは 7,000円、同年 10月から 30年９月までは 6,000円、同年 10

月から 31年３月までは 8,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくな

っており、事業主も死亡していることから、厚生年金保険料を納付したか否

かについて確認することができないが、当該事業所に係る申立期間の健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の整理番号に欠番が無いことから、申

立人に係る社会保険事務所(当時)の記録が失われたことは考えられない上、

仮に、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得届が提出さ

れた場合には、その後の被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失

届が提出されているはずであり、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務

所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る昭和 27 年４月から 31 年３月までの厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3703 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人がＡ社Ｂ支店において昭和 48 年４月１日に厚生年金保険

被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認

められることから、申立期間の同資格喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、６万 8,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年３月１日から同年４月１日まで 

昭和 35年３月からＡ社に勤務し、48年４月１日に同社Ｂ支店から同社本

社に転勤したが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

(注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ厚生年金基金が保管する申立人の厚生年金基金加入員台帳及び雇用保険

の被保険者記録から判断すると、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤

務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、上述の厚生年金基金加入員台帳によると、申立人が昭和 48 年４月１

日にＡ社Ｂ支店で同基金加入員資格を喪失し、同日に同社本社で同資格を取得

したことが確認でき、同基金の加入期間に欠落は無い。 

さらに、Ｃ厚生年金基金に照会したところ、「申立期間当時、厚生年金基金

加入員資格喪失届及び同資格取得届は複写式の様式を使用しており、事業主は、

当基金に提出したものと同一内容の書類を社会保険事務所にも提出してい

た。」と回答している。 



 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人がＡ社Ｂ支店において昭和

48 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る昭和 48 年３月の

厚生年金基金加入員台帳の記録から、６万 8,000円とすることが妥当である。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、20 万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額については 16 万円であったと認めら

れることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を訂正することが必要で

ある。 

さらに、上記訂正後の申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、平

成 11年 10月から 12年２月までは 32万円、同年３月から 13年３月までは 41

万円、同年４月から同年９月までは 36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間②に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

            

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10年 10月１日から 11年５月 21日まで 

             ② 平成 11年 10月 21日から 13年 10月 31日まで 

             ③ 平成 13年 10月 31日から同年 11月６日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の標準報酬月額及びこ

れに見合う厚生年金保険料額は、保管している給与明細書に記載された給与

支給額及び同保険料控除額より著しく低額であるので、適正な標準報酬月額

に訂正してほしい。 

また、Ａ社には平成 13 年 11 月５日まで勤務し、同年 10 月分の給与を支

給されており、厚生年金保険料も源泉控除されていたと思うので、申立期間

③について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 年金記録確認第三者委員会が行う標準報酬月額の認定については、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び実際に

支給されていたと認められる報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を標準

報酬月額として認定することとなる。 

２ 申立期間①については、申立人が保管するＡ社の給与明細書により、事業

主により支払われていたことが確認又は推認できる報酬月額に見合う標準

報酬月額は、オンライン記録で確認できる標準報酬月額より高額であるもの

の、この一方で、事業主が源泉控除していたことが確認又は推認できる厚生

年金保険料額に見合う標準報酬月額は、当該報酬月額に見合う標準報酬月額

より低額である。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額については、給与明細書に記載さ

れた厚生年金保険料控除額から 20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当時の事業主が、「申立人の報酬月額を、実際に支給し

た給与額より低い額で社会保険事務所（当時）に届け出た。」と回答してい

ることから、社会保険事務所は、申立人の訂正後の標準報酬月額に基づく当

該保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間①に係る当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間②については、オンライン記録によると、申立人の当該期間に

おける厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、16 万円と記録されていたと

ころ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日である平成

13 年 11 月７日から２日後の同年 11 月９日付けで、遡って９万 8,000 円に

減額訂正されていることが確認できる。 

また、商業・法人登記簿謄本の記録によると、申立期間②当時、申立人は、

Ａ社においてＢ職であったことが確認できるが、同社の代表取締役であった

者が、「申立人は、Ｂ職ではあったものの社会保険事務は全て私が担当して

おり、これらの事務には一切かかわっていない。」と供述していることを踏

まえると、申立人は、当該減額訂正の事実を承知していなかったものと認め

られる。 

さらに、オンライン記録によると、Ａ社は「平成 15年 12月不納欠損済」

と記録されていることが確認できる上、前述の代表取締役であった者は、「当

社は厚生年金保険料の滞納が続いていたため、社会保険事務所の助言により、

私とＢ職であった妻及び申立人の標準報酬月額を遡って減額訂正した。」と

供述している。 



 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が行った当該遡及訂正処理

に合理的な理由は見当たらず、申立人の標準報酬月額に係る有効な記録訂正

があったとは認められないことから、申立人の申立期間②に係る標準報酬月

額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から、16

万円に訂正することが必要であると認められる。 

４ 申立期間②のうち平成 11年 10月 21日から 12年３月１日までの期間につ

いては、申立人が保管する給与明細書により、事業主により支払われていた

ことが確認又は推認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、上記訂正後の

標準報酬月額より高額である上、事業主により源泉控除されていたことが確

認又は推認できる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額も、当該報酬月額

に見合う標準報酬月額と合致している。 

一方、申立期間②のうち平成 12年３月１日から 13年 10月 31日までの期

間については、申立人が保管する給与明細書により、事業主により支払われ

ていたことが確認又は推認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、上記訂

正後の標準報酬月額より高額であるものの、この一方で、事業主により源泉

控除されていたことが確認又は推認できる厚生年金保険料額に見合う標準

報酬月額は、当該報酬月額に見合う標準報酬月額より低額である。 

したがって、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、給与明細書に記

載された厚生年金保険料控除額から、平成 11 年 10 月から 12 年２月までは

32万円、同年３月から 13年３月までは 41万円、同年４月から 13年９月ま

では 36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主が、「申立人の報酬月額を、実際に支給した給与

額より低い額で社会保険事務所に届け出た。」と回答していることから、社

会保険事務所は、申立人の訂正後の標準報酬月額に基づく当該保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間②に係る当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

５ 申立期間③については、当該事業所の当時の事業主に照会したところ、

「当時は会社の経営が困難であったため、平成 13 年 10 月末で、申立人を

事業所都合により解雇した。このため同年 10月分の給与は支給しておらず、

同月分の厚生年金保険料も源泉控除していない。」と回答しており、申立人

の主張を裏付ける供述は得られなかった。 

また、オンライン記録により、申立期間②において当該事業所で厚生年金

保険の被保険者であったことが確認できる者が保管する給与明細書により、

平成 12 年２月以降の期間における当該事業所の給与支給及び社会保険料控

除方式は翌月支給・翌月控除であったことが確認できるところ、申立人が保

管する銀行預金通帳によると、13年 11月６日に当該事業所から最後の給与

が振り込まれたことが確認できるものの、ⅰ）当該預金通帳によれば、11



 

年 11 月分から 13 年７月分までの 21 か月分の給与に係る振り込みが合計９

回しか確認できないことから、給与の遅配等があったことがうかがわれるこ

と、ⅱ）厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同年９月分の給与に係る

同年 10 月の振り込みが行われた形跡が無いこと、ⅲ）申立人が当該事業所

で一緒に勤務していたと供述する者、及びオンライン記録により、当該事業

所において同保険の被保険者であったことが確認できる者が、いずれも「申

立期間②当時、会社の経営状況は悪く、給与の遅配があった。」と供述して

いることを踏まえると、同年 11月６日に振り込まれた給与は、同年 10月に

振り込まれるべき同年９月分の給与であったと考えるのが自然である。 

さらに、雇用保険の被保険者記録によると、当該事業所における申立人の

離職日は平成 13年 11月５日であることが確認できるものの、上述の給与明

細書を保管する被保険者についても離職日が同日であることが確認できる

一方で、同人は、「交通事故にあったため、平成 12年＊月以降は勤務してい

ない。」と供述していることを踏まえると、当時、当該事業所では、勤務実

態の有無にかかわらず、離職日を同日として届け出ていたものと考えられる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 16年 11月は 32万円、同年 12月から 17年５月までは 30万円、同年６月

は 32万円、同年７月及び同年８月は 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年９月１日から 17年９月１日まで 

 平成 13 年１月にＡ社に入社し、現在も同社で勤務している。年金記録を

確認したところ、申立期間の標準報酬月額が当時の給与支給額よりも低額な

記録となっている。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

を保管しているので、申立期間の標準報酬月額について、正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間のうち平成 16年 11月から 17年８月までの

期間に係る標準報酬月額については、申立人が保管する給与支給明細書にお

いて確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、16 年 11 月は 32 万

円、同年 12 月から 17 年５月までの期間は 30 万円、同年６月は 32 万円、同



 

年７月及び同年８月は 30万円とすることが妥当である。 

なお、当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情

が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち平成 16 年９月及び同年 10 月については、上記給与

支給明細書により、申立人は、オンライン記録において確認できる標準報酬

月額を超える標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが確認できるものの、当該期間に支払いを受けた報酬月

額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額と一致し

ていることが確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらな

いため、あっせんは行わない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3706 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成５年２月から同年 12 月までは 32 万円、６年１月は 30 万円、同年２月は

28 万円、同年３月及び同年４月は 32 万円、同年５月は 30 万円、同年６月は

20万円、同年７月は 30万円、同年８月から同年 10月までは 32万円、同年 11

月及び同年 12月は 36万円、７年１月は 28万円、同年２月は 24万円、同年３

月は 36 万円、同年４月及び同年５月は 32 万円、同年６月は 34 万円、同年７

月及び同年８月は 36 万円、同年９月は 28 万円、同年 10 月は 26 万円、同年

11月は 24万円、同年 12月は 32万円、８年１月から９年 12月までは 36万円、

10年１月は 28万円、同年２月は 36万円、同年３月は 32万円、同年４月は 36

万円、同年５月及び同年６月は 34 万円、同年７月は 28 万円、同年８月は 36

万円、同年９月は 30万円、同年 10 月は 36万円、同年 11 月は 34万円、同年

12月は 24万円、11年１月及び同年２月は 30万円、同年３月は 36万円、同年

４月及び同年５月は 28万円、同年６月は 26万円、同年７月から同年９月まで

は 30万円、同年 10月は 36万円、同年 11月は 28万円、同年 12月は 36万円、

12 年１月は 26 万円、同年２月は 32 万円、同年３月及び同年４月は 36 万円、

同年５月は 30 万円、同年６月は 34 万円、同年７月から同年 10 月までは 36

万円、同年 11 月は 22 万円、同年 12 月は 36 万円、13 年１月及び同年２月は

32万円、同年３月は 34万円、同年４月は 26万円、同年５月は 34万円、同年

６月及び同年７月は 28万円、同年８月から同年 10月までは 34万円、同年 11

月は 30万円、同年 12月は 34万円、14年１月は 28万円、同年２月は 22万円、

同年３月は 26万円、同年４月は 34万円、同年５月は 32万円、同年６月は 28

万円、同年７月は 30万円、同年８月から同年 12月までは 34万円、15年１月

は 28 万円、同年２月は 32 万円、同年３月から同年５月までは 34 万円、同年

６月は 22 万円、同年７月は 34 万円、同年８月は 28 万円、同年９月から同年

12 月までは 30 万円、16 年１月は 26 万円、同年２月から同年９月までは 30

万円、同年 10月及び同年 11月は 32万円、同年 12月は 30万円、17年１月は

26 万円、同年２月は 24 万円、同年３月及び同年４月は 28 万円、同年５月は

32万円、同年６月は 26万円、同年７月は 30万円、同年８月は 32万円、同年

９月は 30万円、同年 10月から 19年１月までは 32万円に訂正することが必要

である。 

      なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 



 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

                          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から 19年３月 10日まで 

Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額が 11万円となっているが、月額

28万円以上支給されていた。申立期間の一部の給与明細書があるので調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額については、給与支給明細

書において確認できる厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、申立期間のう

ち、平成５年４月から同年 12月までの期間は 32万円、６年１月は 30万円、

同年２月は 28万円、同年３月は 32万円、同年５月は 30万円、同年６月は 20

万円、同年７月は 30 万円、同年８月から同年 10月までの期間は 32万円、同

年 11月及び同年 12月は 36万円、７年１月は 28万円、同年２月は 24万円、

同年３月は 36万円、同年４月及び同年５月は 32万円、同年６月は 34万円、

同年８月は 36万円、同年９月は 28万円、同年 10月は 26万円、同年 11月は

24万円、同年 12月は 32万円、10年１月は 28万円、同年２月は 36万円、同

年３月は 32万円、同年４月は 36万円、同年５月及び同年６月は 34万円、同

年７月は 28 万円、同年８月は 36 万円、同年９月は 30 万円、同年 10 月は 36

万円、同年 11 月は 34 万円、同年 12 月は 24 万円、11 年１月及び同年２月は

30 万円、同年３月は 36 万円、同年４月及び同年５月は 28 万円、同年６月は

26万円、同年７月から９月までの期間は 30万円、同年 10月は 36万円、同年

11 月は 28 万円、同年 12 月は 36 万円、12 年１月は 26 万円、同年２月は 32

万円、同年３月及び同年４月は 36 万円、同年５月は 30 万円、同年６月は 34

万円、同年７月から同年 10月までの期間は 36万円、同年 11月は 22万円、同

年 12 月は 36 万円、13 年１月及び同年２月は 32 万円、同年３月は 34 万円、

同年４月は 26万円、同年５月は 34万円、同年６月及び同年７月は 28万円、

同年８月から同年 10 月までの期間は 34 万円、同年 11 月は 30 万円、同年 12

月は 34万円、14年１月は 28万円、同年２月は 22万円、同年３月は 26万円、

同年４月は 34万円、同年５月は 32万円、同年６月は 28万円、同年７月は 30

万円、同年８月から同年 12月までの期間は 34万円、15年１月は 28万円、同



 

年２月は 32 万円、同年３月から同年５月までの期間は 34 万円、同年６月は

22万円、同年７月は 34万円、同年８月は 28万円、同年９月から同年 12月ま

での期間は 30 万円、16 年１月は 26 万円、同年２月、同年３月及び同年５月

から同年９月までの期間は 30万円、同年 10月及び同年 11月は 32万円、同年

12月は 30万円、17年１月は 26万円、同年２月は 24万円、同年３月及び同年

４月は 28万円、同年５月は 32万円、同年６月は 26万円、同年７月は 30万円、

同年８月は 32万円、同年９月は 30万円、同年 10月から 18年 12月までの期

間は 32万円に訂正することが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成５年２月及び同年３月、６年４月、７年７月、

８年１月から９年 12 月までの期間、16 年４月及び 19 年１月については、申

立人は給与支給明細書を保管していないため、報酬月額及び厚生年金保険料控

除額が確認できない。 

しかしながら、申立人が給与支給明細書を保管していない期間のうち、平成

８年１月及び同年２月、同年６月から同年８月までの期間、同年 12 月、９年

２月及び同年 10 月については、複数の同僚が保管する給与支給明細書で確認

できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、当該同僚

らのオンライン記録の標準報酬月額よりも高額であることが確認できる。 

また、当該事業所の上記同僚を含む５人から提出された給与支給明細書によ

ると、５人ともオンライン記録の標準報酬月額より給与支給明細書で確認でき

る報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額が高額であるこ

とが確認できる。 

さらに、オンライン記録から生存及び所在が確認できた同僚 28 人（申立人

が名前を挙げた同僚６人を含む。）に照会したところ、回答が得られた 14人の

うち 12 人が、「標準報酬月額は、支給されていた給与額より低い。」と述べて

いる。 

加えて、前述の同僚 12 人は、「申立人は、Ｂ職及びＣ業務に従事しており、

仕事内容はずっと変わらなかった。｣と述べているところ、当該事業所の業務

管理機構図により、申立人はＤ事業部のＥ課Ｆ職であったことが確認できる上、

そのうちの二人の同僚が、「申立人は入社当時からＢ職であった。」と述べてい

る。 

以上のことから判断すると、申立人が給与支給明細書を保管していない期間

においても、その前後の月と同額の厚生年金保険料が事業主により給与から控

除されていたものと推認できることから、平成５年２月、同年３月及び６年４

月は 32万円、７年７月及び８年１月から９年 12月までの期間は 36万円、16

年４月は 30万円、19年１月は 32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、商業・法人登記簿謄本によると、事業主が二人確認できるところ、一人は

既に死亡しており、他の一人からは回答が得られないことから確認することは

できないが、申立人及び複数の同僚の給与支給明細書で確認できる報酬月額及

び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録で確認でき



 

る標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は申立人の

給与支給明細書で確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合う報

酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月

額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立

人に係る当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 19 年２月について、当該事業所は商業・法人

登記簿謄本によると、同年３月＊日に破産手続が開始されていることが確認で

きるところ、破産管財人が保管する申立人に係る未払賃金立替払請求書・証明

書により、当該期間については給与から厚生年金保険料が控除されていないこ

とが確認できる。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3707 

            

第１ 委員会の結論                              

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、平成 15 年２

月１日と認められることから、申立人の同社における資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、62 万円とすることが妥当であ

る。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

  住 所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年８月 21日から 15年２月１日まで 

平成 14 年４月１日からＡ社で勤務していたが、申立期間の厚生年金保険

被保険者の記録が無い。継続して勤務していたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が原告の一人となり、Ａ社を被告として行われた民事裁判に係る判決

書（写し）及び同社の商業・法人登記簿謄本において役員として名前が確認で

きることから、申立人は申立期間において同社に継続して勤務していたことが

認められる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなく

なった日（平成 15 年４月 29 日）の後の同年５月 27 日付けで、申立人の 14

年 10月の定時決定の記録（62 万円）が取消処理されるとともに、厚生年金保

険の被保険者資格喪失日も同年８月 21 日に遡及して行われていることが確認

できる上、他の複数の被保険者についても申立人と同様の処理が行われている

ことが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本において申立人は、申立期間当時、

役員として名前が確認できるものの、一緒に勤務していた同僚は、「申立人は

役員であったが、給与や社会保険等の手続には一切タッチしていなかった。」

と供述していることから、申立人は当該処理に関与していないと判断される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人が

平成14年８月21日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したとする処理を行う



 

合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められない

ことから、申立人の資格喪失日は、申立人の主張する平成 15 年２月１日であ

ると認められる。 

また、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当該訂正処理前の

オンライン記録から 62万円とすることが妥当である。 

 



北海道国民年金 事案 1990               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13年４月から 14年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月から 14年２月まで 

私は、Ａ社に平成 13年１月からＢ職として雇用され、14年３月から正社

員に採用された。 

その際、申立期間の国民年金保険料と国民健康保険料をＡ社で負担してく

れることとなり、私はそれぞれの納付書を同社に提出し、同社が保険料を納

付してくれた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に平成 14 年３月に正社員として採用された際、申立人が同

社の非正規社員であった期間のうち申立期間の国民年金保険料を同社が負担

してくれることとなったため、保険料の納付書を同社の担当者に預け、当該保

険料を同社が同年３月頃に一括して納付してくれたと述べているところ、同社

では、「非正規社員を含む社員の国民年金保険料を負担する規定は無く、経理

関係の元帳でも、該当する支出項目は見当たらないことから、当社が保険料を

負担することはなかった。」としており、Ｃ市においても、平成 13年度の申立

人に係る国民年金保険料の入金履歴が無いとしている。 

また、申立人は申立期間の国民年金保険料と一緒に当該期間の国民健康保険

料も同社が納付してくれたとしているところ、ⅰ）Ｃ市では、「申立人に係る

国民健康保険の加入履歴は無く、国民健康保険料は納付されていない。」とし

ていること、ⅱ）Ａ社では、「国民年金保険料と同様に当社が国民健康保険料

を負担することはなかった。」としていることから、申立人が説明する内容と

一致しない。 

さらに、申立人が所持する平成 14 年分の源泉徴収票（写し）を確認したと



ころ、当該源泉徴収票に記載された社会保険料控除額に申立人の国民年金保険

料相当額及び国民健康保険料相当額は含まれているとは推認できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1991 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 36年５月から 40年６月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 36年５月から 40年６月まで 

    申立期間の国民年金保険料について、厚生年金保険被保険者期間と重複す

ることを理由として、還付された記録になっているが、私は、当該期間の国

民年金保険料の還付通知及び還付金を受け取っていない。 

    申立期間の国民年金保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持している国民年金手帳の検認記録及び国民年金保険料の領収

証書により、申立人は、申立期間の保険料を納付していることが確認できると

ころ、オンライン記録により、申立人は、当該期間において厚生年金保険の被

保険者期間であることが確認できる。 

   また、還付整理簿には、申立人の申立期間の国民年金保険料の還付記録が記

載されており、住所が申立人の当時の住所地と一致し、還付金額に計算上の誤

りは無いなど、その記載内容に不自然な点は無く、ほかに、申立人に対する国

民年金保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人に申立期間の国民年金保険料が還付されていないものと認めるこ

とはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 10月１日から同年 11月１日まで 

                ② 昭和 52年 10月１日から同年 11月１日まで 

昭和23年６月21日から平成３年１月１日までＡ社及び同社の関連会社に

継続して勤務していた。残業手当等の金額が変動する手当が無く、給与は昇

給し続けていたにもかかわらず、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準報

酬月額がその前の額より低くなっているので正しく記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、昭和 46 年２月にＡ社Ｂ支店から関連会

社であるＣ社に出向し、厚生年金保険の標準報酬月額 10 万円で被保険者資

格を取得していたところ、同年 10月の定時決定において９万 2,000円に改

定されていることに納得できないとしている。   

しかしながら、オンライン記録によると、Ｃ社は昭和 60年 11月１日に厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることから、Ｄ社に照会した

ところ、「Ｃ社は、昭和 63年３月に閉鎖しており、当社は、Ｃ社のＥ部門が

独立し、Ｆ業として新会社を設立した。Ｃ社の書類を引継いでいない。」と

回答しており、申立人が主張する報酬月額及び給与から控除されていた厚生

年金保険料について確認することができない。 

また、申立期間①に係る標準報酬月額は、昭和 46 年 10 月に９万 2,000

円で定時決定されているところ、当該決定は、同年の５月から７月までの３

か月間に実際に支払われた給与の総額を３月で除した額に基づいて決定す

るが、申立人の場合、当該事業所で同年２月 20 日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得し、標準報酬月額が 10 万円に決定されており、当該決定は、

先の報酬月額を見込んだ届出により決定することから、その後における実際



 

の報酬が当初の見込みより少なければ、申立期間①に係る標準報酬月額が資

格取得時より１等級下がっていても不自然とまでは言えない。 

さらに、オンライン記録により、申立人と同様にＡ社等関連会社からの異

動に伴い当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得している者 16 人

について標準報酬月額の推移を検証したところ、このうち３人は、異動前の

標準報酬月額と同額又は高い標準報酬月額で資格取得しているものの、その

後の定時決定又は随時改定において、資格取得時の標準報酬月額より低くな

っていることが確認できる。 

加えて、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」と

いう。）によると、申立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オン

ライン記録と一致している上、この記録が訂正された形跡も無い。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、昭和 51年 12月にＡ社Ｇ支店から同社Ｈ

支店に異動し、厚生年金保険の標準報酬月額 28 万円で被保険者資格を取得

していたところ、52 年 10 月の定時決定において 26 万円に改定されている

ことに納得できないとしている。   

しかしながら、Ａ社Ｉ支店に申立人の申立期間②の標準報酬月額が資格取

得時より下がっている理由について照会したところ、「昭和 52年５月から同

年７月までの平均報酬月額が下がったためと思われるが、報酬金額の詳細に

ついては、当時の賃金台帳等が保存されていないので確認できない。」と回

答していることから、申立人が主張する報酬月額及び給与から控除されてい

た厚生年金保険料額について確認することができない。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額は、昭和 52年 10月に 26万円で定

時決定されているところ、当該決定は、同年の５月から７月までの３か月間

に実際に支払われた給与の総額を３月で除した額に基づいて決定するが、申

立人の場合、当該事業所で 51年 12月 10日に厚生年金保険の被保険者資格

を取得し、標準報酬月額が 28 万円に決定されており、当該決定は、先の報

酬月額を見込んだ届出により決定することから、その後における実際の報酬

が当初の見込みより少なければ、申立期間②に係る標準報酬月額が資格取得

時より１等級下がっていても不自然とまでは言えない。 

さらに、オンライン記録により、申立人と同様に他の支店からの異動に伴

い当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得している者 14 人につい

て標準報酬月額の推移を検証したところ、このうち７人は、異動前の標準報

酬月額と同額又は高い標準報酬月額で資格取得しているものの、その後の定

時決定又は随時改定において、資格取得時の標準報酬月額より低くなってい

ることが確認できる。 

加えて、Ａ社Ｈ支店に係る被保険者原票によると、申立人の標準報酬月額

等の記載内容に不備は無く、オンライン記録と一致している上、この記録が

訂正された形跡も無い。 



 

３ このほか、申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

両申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

北海道厚生年金 事案 3709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から 29年３月 20日まで 

    昭和 27年４月１日から 29年３月 20日までＡ職として、Ｂ社Ｃ支店Ｄ営

業所に勤務していた。 

    給与明細書等の書類は無いが、申立期間について厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、オンライン記録によると、Ｂ社Ｃ支店は昭和 44 年４月

１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主

（支店長）及び同支店Ｄ営業所長の所在が確認できないことから、これらの者

から申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の適用状況及び同保険

料の控除等について供述を得ることができない。 

また、Ｂ社Ｃ支店を統括する同社Ｅ支店に申立人の申立期間における勤務実

態、厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除について照会したが、同社Ｅ

支店は、「確認できる資料が残っておらず、不明である。」と回答している。 

さらに、申立人が申立期間当時一緒に勤務していたとして名前を挙げた上

司及び同僚 19人のうち生存及び所在が確認できた一人及びオンライン記録に

より、当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得し生存及び所

在が確認できた８人の計９人に照会し、６人から回答が得られたものの、い

ずれの者からも、申立人が申立期間において当該事業所に勤務し、給与から

厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる供述及び資料を得るこ

とはできなかった。 

加えて、前述の６人のうち１人は、「昭和 24 年４月にＢ職として入社した

が、厚生年金保険には正職員になった 27 年４月に加入した。」と供述し、別



 

の一人は、「厚生年金保険の加入については、一定の基準及び要件があり、正

社員になると厚生年金保険に加入できた。Ｂ職の給与からの控除は日雇健康

保険と日雇失業保険の２種類であった。」と供述していることから、当該事業

所はＢ職については、厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったものと

考えられる。 

その上、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認

したところ、申立期間において申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得

した記録は無く、一方、同名簿の整理番号に欠番も無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の

資料は無く、申立人も、厚生年金保険料が給与から控除されていたことに関

する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

          

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年８月１日から 47年７月１日まで 

    申立期間においては、Ａ事業所に正職員として勤務していたにもかかわら

ず、厚生年金保険の加入記録が確認できないことから、申立期間について、

同保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ事業所の所在地、同事業所の顧客名称及び申立期間当時の業

務内容を具体的に記憶していること、及び複数の同僚が「申立人と共に勤務

した。」と供述していることから判断すると、勤務期間は特定できないものの、

同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ県Ｃ会からの回答により、Ａ事業所は平成 14 年９月 10

日に廃業し、事業主も既に死亡していることから、申立人の申立期間に係る勤

務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認することはできない。 

また、事業所名簿及びオンライン記録のいずれにおいても、Ａ事業所が厚生

年金保険の適用事業所に該当していたことは確認することができない上、同事

業所は、厚生年金保険法第６条第１号に定める同保険の適用事業所とされてい

ない。 

さらに、オンライン記録により、申立人が名前を挙げた同僚５人のうち個人

が特定できた二人に照会したところ、二人は共に「Ａ事業所は厚生年金保険の

適用事業所ではなかったことから、同事業所では同保険に加入していなかっ

た。」と供述している上、両人とも申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が

無いこと、及びこのうち一人は、申立期間において、国民年金の被保険者とし

て国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、前述の同僚二人は、申立期間に係る厚生年金保険料について、給与



 

から控除されていたことはない旨供述している上、このうち一人は「Ａ事業所

は厚生年金保険の適用事業所ではなかったことから、各個人が国民健康保険及

び国民年金に加入するように指示されており、これらの保険料を補てんするこ

とを目的として手当が支給されていた。」と供述している。 

その上、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事務所に係る加

入記録は確認できないほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、

申立人も、同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶もな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3711 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ：  ① 昭和 41年５月１日から同年７月１日まで 

          ② 昭和 42年１月４日から 44年３月１日まで 

          ③ 昭和 44年 10月 17日から 45年 10月 31日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間①から③までは脱退

手当金を受給しているとの回答を受けた。 

しかしながら、脱退手当金を受け取った記憶はなく、また、申立期間②及

び③の間のＡ社における厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金を

請求していないということからみても納得できないので、各申立期間につい

て年金額に算入される厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間③当時に勤務していたＢ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票には脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記さ

れているとともに、申立期間①から③までの脱退手当金は、支給額に計算上の

誤りは無い上、申立期間③に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日か

ら約２か月後の昭和 46年１月 19日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 3712 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 40年５月１日から 41年８月７日まで 

              ② 昭和 41年 10月１日から 42年３月１日まで 

              ③ 昭和 42年７月 21日から 43年５月 21日まで 

 厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間については脱退手当

金を受給しているとの回答を受けた。 

 しかし、脱退手当金を受給していないので、申立期間について年金額に算

入される厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、脱退

手当金が支給されていることを意味する「脱」表示が記されているとともに、

脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3713 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 11月 21日から 41年１月 10日まで 

           ② 昭和 41年１月 10日から 44年８月 16日まで 

 厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間については脱退手当

金を受給しているとの回答を受けた。 

 しかし、脱退手当金を請求した記憶も受給した記憶もないので、申立期間

について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の社会保険事務所（当時）における脱退手当金を支給した場合

の事務処理は、請求書の添付書類として提出された厚生年金保険被保険者証

に脱退手当金を支給した旨の「脱」又は「脱退」表示をすることとされてい

るところ、申立人が所持している厚生年金保険被保険者証には当該表示が確

認できる上、申立人に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票にも、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、脱退手

当金の支給額は計算上の誤りが無いなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3714 

            

第１ 委員会の結論                              

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等                              

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住    所 ：  

            

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年 12月１日から 41年 12月 11日まで 

             ② 昭和 45年２月１日から 46年５月 11日まで 

 日本年金機構から脱退手当金の支給について確認を求めるはがきを受け

取ったところ、申立期間①及び②については脱退手当金を支給済みとされて

いる。 

 しかし、申立期間①の前に勤務していたＡ社を退職する時に、事務担当者

の助言を受けて脱退手当金を受給したが、申立期間①及び②については脱退

手当金を受給した記憶がないので、両申立期間について年金額に算入される

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

 申立人は、「申立期間①以前に勤務していたＡ社に係る厚生年金保険被保険

者期間については、脱退手当金を受給した。」と主張しているものの、オンラ

イン記録によると、脱退手当金は、申立期間①及び②とＡ社に係る被保険者期

間とを合わせて計算されている上、申立期間①以前には脱退手当金が支給され

た記録が無い。 

 また、申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に脱退手当金

の支給を意味する「脱」表示が記載されているとともに、脱退手当金の支給額

に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに、申立期間

を含む脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3715 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月８日から 42年１月１日まで 

② 昭和 43年２月１日から 44年 10月１日まで 

 申立期間①及び②について厚生年金保険の加入期間を確認したところ、両

申立期間については脱退手当金を受給しているとの回答を受けた。 

 しかし、脱退手当金を請求したことも受給したことも無いので、両申立期

間について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社（申立期間①）及びＢ市（申立期間②）に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票には、それぞれ脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記され

ているとともに、申立期間①及び②の脱退手当金は法定支給額と一致している

上、申立期間②のＢ市における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から

約２か月後の昭和 44年 12月５日に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、両申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3716 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 39年９月１日から 40年 12月 31日まで 

② 昭和 41年２月１日から 42年４月 14日まで 

 申立期間①及び②について厚生年金保険の加入期間を確認したところ、脱

退手当金を受給しているとの回答を受けた。 

 しかし、脱退手当金を請求したことも受給したことも無いので、両申立期

間について年金額に算入される厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間②に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間①及び②

の脱退手当金は、法定支給額と一致している上、同社における厚生年金保険の

被保険者資格を喪失した日から約６か月後の昭和 42 年 10 月 20 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、両申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 10月から 12年 12月まで 

    平成 10年 10月 26日から 13年１月５日までＡ社に勤務した。 

当該事業所における厚生年金保険の年金記録について確認したところ、平

成 10年 10月の標準報酬月額が 14万 2,000 円であったが、11年 10月に 13

万 4,000円に下がっていた。 

当時の給与明細書等の資料は無いが、勤務していた間は給与の額に変更は

無かったので、標準報酬月額について調査してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所から提供された申立人に係る雇用保険高年齢受給記録証明

書から判断すると、申立人が平成 13 年１月５日にＡ社を離職する前６か月間

において、月平均約 14万 2,000円の給与を支給されていたことが認められる

ものの、当該給与支給額からは、オンライン記録による標準報酬月額に見合う

額を上回る厚生年金保険料を給与から控除されていた事実までは確認できな

い。 

また、当該事業所から提出された申立人の申立期間に係る平成 11年及び 12

年の健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届（以下「算定基礎届」

という。）に記載されている定時決定時の標準報酬月額は、その年の５月から

７月までの報酬月額により算定されることとなっているところ、この算定基礎

届の標準報酬月額の決定額（13 万 4,000 円）に間違いは無い上、同額はオン

ライン記録と一致しており、当時の同届による定時決定は適法であり、正当と

認められる。 

さらに、オンライン記録により、申立人が前任者であったと記憶する者及び

申立人と同年代で同時期に当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を



 

取得した９人の合計 10 人に照会したところ、６人から回答が得られ、そのう

ちの４人は、「厚生年金保険の標準報酬月額は、当時の給与額と相違していな

いと思う。」と供述している。 

      加えて、上記４人のうちの１人から提出された、同人の平成 11年 10月から

12 年 11 月までの給与明細書のうち、同年 10 月の定時決定の算定対象月であ

る同年５月から７月までの給与総支給額の平均額に見合う標準報酬月額は、オ

ンライン記録で確認できる当該年の定時決定の標準報酬月額と合致している

ことが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男         

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 31年５月１日から同年８月１日まで 

昭和 20 年 10 月から 33 年７月までＡ国軍Ｂ基地Ｃ課に勤務していたが、

同課Ｄ部門の長であった申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認

できない。健康保険の加入記録によれば、申立期間においてＥ事業所で同保

険のみの被保険者であったことになっているが、同事業所に勤務したことは

ない。これは、31 年５月に、基地で使用されていた者のうち、それまで日

本政府に雇用されていた者をＡ国軍の直接雇用とする機構改革があったの

で、この時に何らかの手違いがあったのだと思う。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する解雇予告書及び採用通知書により、申立人は、昭和 31 年

４月 30 日に、その身分がＦ職からＧ職に変わったことを理由としてＡ国軍Ｂ

基地Ｃ課を一旦解雇され、同年５月１日に同課Ｈ係の管理者として採用された

ことが確認できる上、申立人が同課で一緒に勤務していたとする同僚が、「申

立人とは昭和 20年 10月から 33年７月までＣ課で一緒に勤務していた。」と供

述していることから判断すると、申立人が申立期間において同課に継続して勤

務していたことは認められる。 

しかしながら、事業所名簿によると、Ｃ課が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 31 年８月１日であり、申立期間において同課が同保険の適用事

業所であった形跡は無い上、Ｉ省Ｊ局に照会したものの、「厚生年金保険被保

険者台帳以外の資料は廃棄済みのため、当時の状況は分からない。」と回答し

ており、同課が申立期間において同保険の適用事業所であったことをうかがわ



 

せる供述は得られなかった。 

また、Ｉ省Ｊ局が保管する当時の厚生年金保険被保険者台帳によれば、申立

人が日本政府から給与の支払いを受けていた昭和 24 年４月１日から 29 年 10

月16日までの期間及び同日から31年５月１日までの期間に係る同保険の被保

険者記録は確認できるものの、この一方で、Ａ国軍の直接雇用となった同日以

降の期間に係る被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚に照会したと

ころ、「当時、Ｃ課にはＧ係及びＫ係の二つの担当係があり、申立人はＡ国軍

が直接費用負担するＧ係の責任者として勤務し、私はＫ係において、Ｂ事務所

が日本人労働者の給与の算出、支払い及びＡ国への請求を行う際の基礎となる

資料の作成、報告等を行う担当責任者として勤務していた。」と供述している

ことを踏まえると、同人は、Ｃ課において申立人とは立場が異なっていたもの

と考えられる上、Ｂ事務所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）によると、同人は、申立人が昭和 31年５月１日

に同事務所で厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後も、継続して同事務所

で同保険の被保険者であったことが確認できる。 

加えて、申立人は、「申立期間において健康保険のみの加入記録が確認でき

るＥ事業所には勤務したことがない。」と供述しているところ、申立人が、「Ｃ

課でＬ業務担当として勤務し、自身の学校のＭ職であった。」と供述するとと

もに、前述の同僚も、「申立人と共にＧ係に勤務していた。」と供述する者につ

いては、Ｅ事業所及びＣ課の被保険者名簿によると、申立人と同様に、昭和

31 年５月１日にＥ事業所で健康保険の被保険者資格を取得した後、同年８月

１日に同資格を喪失し、同日にＣ課で厚生年金保険の被保険者資格を取得した

ことが確認できることを踏まえると、当時、Ｃ課においてＧ係担当として勤務

していた者については、申立人が保管する解雇予告書により確認できる身分の

変更に伴って、同年５月１日にＢ事務所で同保険の被保険者資格を喪失させ、

被保険者名簿に記載された事業主がＡ国人名であることから判断して、当時既

にＡ国軍に直接雇用される労働者に係る事業所であったと考えられるＥ事業

所において一旦健康保険のみの被保険者資格を取得させた後、Ｃ課が厚生年金

保険の適用事業所となった同年８月１日に同課で同保険の被保険者資格を取

得させる取扱いであったことがうかがわれる。 

その上、前述の申立人がＬ業務担当者であったと供述する者を始め、申立人

と同様に、昭和 31 年５月１日にＥ事業所で健康保険のみの被保険者資格を取

得した後、同年８月１日に同資格を喪失し、同日にＣ課で厚生年金保険の被保

険者資格を取得したことが確認できる者 10 人については、いずれも既に死亡

しているか、又は生存及び所在が不明であることから、これらの者から申立期

間においてＧ係に勤務していた者に係る厚生年金保険の適用状況について確

認することはできない。 



 

なお、申立人は、「第三者委員会は年金記録の訂正を認めるために設置され

た機関であることから、勤務実態が認められれば、直ちに記録の訂正をあっせ

んするべきだ。」と主張するが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「特例法」という。）では、第三者委員会の調査審

議の結果、事業主が、被保険者が負担すべき厚生年金保険料を源泉控除しなが

ら、厚生年金保険法に基づく同保険料の納付義務を履行していない、又は履行

したか否かが不明であるとの意見があった場合に、厚生労働大臣が年金記録の

訂正等を行うものとされているところ、第三者委員会は、このような特例法の

趣旨に則り、申立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が源泉控除され

ていたかどうか、及び事業主が当該源泉控除した保険料を社会保険事務所（当

時）に納付したかどうかについて調査審議を行った上で記録訂正のあっせんを

行うか否かの判断を行っているものであり、勤務実態が認められるだけでは特

例法に規定された記録訂正の要件を満たさないため、当該主張は認められない。 

そして、申立人は、「Ｌ業務担当者であった私のＭ職は、厚生年金保険料を

横領するような人物ではない。」と主張するが、同人がＬ業務担当者であり、

Ｇ係に係る社会保険の取扱いについて知り得る立場にあったとすれば、自身や

申立人が、申立期間においては厚生年金保険の被保険者ではなくなり、健康保

険のみの被保険者となったことを承知していたものと考えられることから、同

人は申立人の給与から厚生年金保険料を控除していなかったと考えるのが自

然である。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 29年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 29年９月から 30年２月１日まで 

             ③ 昭和 31年４月１日から 32年４月まで 

申立期間①はＡ市にあったＢ社にＣ職として勤務し、Ｄ業務に従事して

いたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間②はＥ県Ｆ市にあったＧ社にＨ職として勤務していたが、厚生

年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間③はＥ県Ｉ市にあったＪ社にＨ職として勤務し、Ｋ業務等に従

事していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

各申立期間について、当時、私は＊と名乗っていたので、この名前でも

調査の上、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ｂ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿（以下「被保険者名簿」という。）により、申立期間①において同社で厚

生年金保険の被保険者であったことが確認できる者が、「勤務していた期間

までは分からないが、申立人が入社してきたことは記憶している。」と供述

していることから判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が同社

に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、事業所名簿によると、Ｂ社は昭和 29年 12月１日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる上、当時の事業主

も既に死亡していることから、申立人に係る勤務状況及び厚生年金保険の適

用状況について確認することはできない。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたと供述する同僚二人の



 

うち一人は既に死亡しており、生存及び所在が確認できた他の一人に照会し

たものの、回答は得られず、これらの者から申立人に係る勤務状況及び厚生

年金保険の適用状況について確認することはできなかった。 

さらに、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間①において当該事

業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確

認できた者二人、並びに当該事業所の関連会社であるＬ社の被保険者名簿に

より、申立期間①において同社で同保険の被保険者であったことが確認でき、

生存及び所在が確認できた者４人の合計６人に照会したところ、回答が得ら

れた５人は、いずれも、「申立期間①当時、Ｂ社では入社後数か月間の試用

期間があり、この期間は厚生年金保険に加入させておらず、同保険料が給与

から控除されることもなかった。」と供述している上、このうち一人は、「試

用期間は６か月間ほどであった。」と供述している。 

加えて、当該事業所の被保険者名簿においては、申立人の氏名は無く、

一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立人は、「当時、私は＊と名乗っていた。」と供述している

ことから、11 通りの氏名について当該事業所の被保険者名簿を確認したも

のの、これらの氏名で管理される厚生年金保険加入記録はいずれも該当が無

かった。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②については、事業所名簿によると、Ｇ社は昭和 57 年２月 28

日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる上、当

時の事業主も個人を特定することができないことから、申立人に係る勤務状

況及び厚生年金保険の適用状況について確認することはできない。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたと供述する同僚一人は

既に死亡していることから、同人からも申立人に係る勤務状況及び厚生年金

保険の適用状況について確認することはできなかった。 

さらに、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間②において当該事

業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確

認できた者３人に照会したところ、回答が得られた二人は、いずれも、「申

立人を知らない。」と供述しており、ほかに申立人が、申立期間②において

当該事業所に勤務していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、前述の回答者二人は、自身が記憶する入社時期から、それぞれ

５か月後、１年後に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認でき

る上、両人から、同保険の被保険者資格を取得する前の期間において給与か

ら厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる供述は得られなか

った。 



 

その上、当該事業所の被保険者名簿においては、申立人の氏名は無く、

一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

なお、申立人は、「当時、私は＊と名乗っていた。」と供述しているこ

とから、11 通りの氏名について当該事業所の被保険者名簿を確認したもの

の、これらの氏名で管理される厚生年金保険加入記録はいずれも該当が無か

った。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

３ 申立期間③については、事業所名簿によると、Ｊ社は昭和 32 年３月１日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていることが確認できる上、当時

の事業主も生存及び所在が不明であることから、申立人に係る勤務状況及び

厚生年金保険の適用状況について確認することはできない。 

また、申立人が当該事業所の役員であったと供述する者一人及び一緒に勤

務していたと供述する同僚４人は、いずれも既に死亡しているか、又は生存

及び所在が確認できないことから、これらの者からも申立人に係る勤務状況

及び厚生年金保険の適用状況について確認することはできなかった。 

さらに、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間③当時、当該事業

所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認

できた者３人に照会したところ、いずれも、「申立人を知らない。」と供述

している。 

加えて、当該回答者３人のうち２人は、いずれも「Ｊ社は、昭和 32年３

月以前に事業を止めていた。」と供述している上、このうち一人は、「私が

退職した昭和 32 年２月には、女性の事務員はいなかった。」と供述してお

り、ほかに申立人が、申立期間③において当該事業所に勤務していたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

その上、申立人は、「当時、私は＊と名乗っていた。」と供述している

ことから、11 通りの氏名について当該事業所の被保険者名簿を確認したも

のの、これらの氏名で管理される厚生年金保険加入記録はいずれも該当が無

かった。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

４ 申立人は、「年金受給手続を行った際に、私の厚生年金保険被保険者証が

社会保険事務所（当時）の職員によって取られた。このため年金記録が無く

なったと思われるので、被保険者証を返してほしい。」と主張するが、厚生

年金保険被保険者証の返却等により同保険の被保険者記録が削除されるこ

とは無い上、申立期間①、②及び③に係る各事業所の被保険者名簿において、

申立人の氏名又は被保険者記録が削除又は訂正された形跡も無い。 



 

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

全ての申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

北海道厚生年金 事案 3720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正 13年生 

住    所  ：   

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年５月１日から 28年５月１日まで 

昭和 25 年４月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所のＤ職として採用さ

れ、約 10 か月間同事業所に勤務した。この後、同社Ｅ事業所に異動し、同

事業所に約２年間勤務したと記憶しているが、厚生年金保険の加入記録によ

ると、同年５月１日にＣ事業所における被保険者資格を喪失した記録となっ

ており、申立期間の加入記録が無い。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名

簿」という。）、及び同僚の供述から、申立人は、申立期間のうち昭和 25 年５

月１日から 27年 10月１日までの期間において、事業所間の異動日の特定はで

きないものの、Ｃ事業所及びＥ事業所に継続して勤務していたことが認められ

る。 

しかしながら、Ｂ社は、「関係資料を保管しておらず、申立期間当時の状況

は不明である。」と回答しており、申立人の申立期間における勤務実態、厚生

年金保険の適用及び厚生年金保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

また、事業所名簿、Ｃ事業所に係る被保険者名簿及びＥ事業所に係る被保険

者名簿により、Ｃ事業所は、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭

和 25 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが

確認できる上、Ｅ事業所については、30年 12月１日に厚生年金保険の適用事

業所に該当していることから、申立期間当時、Ｃ事業所及びＥ事業所は適用事



 

業所でないことが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る被保険者名簿によると、同社は、昭和 25 年５月１日に

健康保険の適用事業所に該当しているものの、厚生年金保険の適用除外申請に

より、申立期間は健康保険だけの適用事業所となっていることが確認できると

ともに、被保険者名簿において、申立人は、Ｃ事業所における厚生年金保険被

保険者資格を喪失した同年５月１日に同社における健康保険の被保険者資格

を取得し、27年 10月１日に同資格を喪失していることが確認できる上、事業

所名簿及び被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当した

のは 28年 11月１日であることが確認できる。 

加えて、申立人がＣ事業所における当時の同僚として唯一名前を挙げた者は、

「私は、昭和 24年 11 月頃から約 40年間、Ｃ事業所にＦ職として勤務した。

申立人は、Ｇ業務担当のＨ職であり、時期は不明であるがＥ事業所に転勤した

記憶がある。しかし、私自身の厚生年金保険の加入記録において申立期間を含

めた未加入期間があることは知らなかったし、申立人の厚生年金保険の加入状

況も分からない。」と供述している上、Ａ社に係る被保険者名簿により、昭和

25 年５月１日に同社における健康保険の被保険者資格を取得していることが

確認できる者のうち、Ｃ事業所における厚生年金保険の加入記録が確認できる

者は、申立人を除いて６人（上記同僚を含む。）確認できるものの、オンライ

ン記録により、当該６人全員が申立期間において厚生年金保険の加入記録が無

いことが確認できる。 

その上、申立人は、Ｅ事業所における当時の同僚等の名前を記憶していない

上、同事業所に係る被保険者名簿により、同事業所が厚生年金保険の適用事業

所に該当した昭和 30 年 12 月１日に被保険者資格を取得している者が 21 人確

認でき、このうち５人は、同資格取得前にＡ社における健康保険の被保険者資

格を取得していることが確認できるものの、いずれも生存及び所在が確認でき

ないことから、申立人のＥ事業所における厚生年金保険の適用及び厚生年金保

険料控除の状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3721 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月１日から平成２年 10月１日まで 

昭和 60年１月 16日から平成 11年５月 31日までＡ社に勤務していた。年

金記録を確認したところ、同社における標準報酬月額は申立期間前が 24 万

円及び申立期間後が26万円であるのに対して申立期間は22万円と記録され

ているが、同社に勤務していた時の給与は年俸制であり、支給額が減額され

た記憶がない。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

は無いが、申立期間の標準報酬月額について、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における標準報酬月額は、オンライン記録において、申立期間

が 22万円であるのに対して申立期間前は 24万円、申立期間後は 26万円とさ

れているところ、申立人から提出された預金通帳の入出金記録により、申立期

間及びその標準報酬月額の算定基礎となる期間において申立人の給与支給額

が減額されたような状況は確認できない。 

しかしながら、Ａ社は、「申立人の給与は年俸制であり、年俸額を 12で除し

た額を毎月の給与額とし、これに通勤手当を加算して支給していた。また、関

係資料が無く、当時の状況は不明であるものの、申立人の採用経緯から年俸が

減額されることは考え難い。申立期間当時の事務担当者が社会保険関係事務に

不慣れであり、申立人の給与も当社唯一の年俸制であったことから、上記給与

月額に通勤手当（交通費約２万円）を加算した額を社会保険事務所（当時）に

届出すべきところ、申立期間については、誤って給与月額のみを届出したもの

と考えられる。しかし、当社では、社会保険事務所に届出した標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を給与から控除しており、申立人についても、社会保険



 

事務所に届け出たと考えられる標準報酬月額（22 万円）に見合う保険料を控

除していたものと考えられる。」と回答している。 

また、申立人が申立期間当時の社会保険事務担当者として名前を挙げた同僚

二人に照会し、両人から回答が得られたものの、申立人の申立期間における厚

生年金保険料控除額を確認できる具体的な供述は得られなかった上、この両人

のほかに、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除の状況について確認

できる同僚等はいない。 

さらに、オンライン記録において、申立人の厚生年金保険被保険者記録が訂

正されているなどの処理が行われた形跡は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3722 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年 10月１日から 26年６月１日まで 

    昭和 25年 10月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）に採用され、同社Ｃ事務所で

勤務したが、厚生年金保険の加入記録によると、同社における厚生年金保険

被保険者資格の取得日が 26年６月１日となっている。 

    しかし、Ａ社から受けた勤続表彰状において、私の入社日が昭和 25年 10

月１日であることが確認できるので、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、申立人から提出された勤続表彰状及び同僚の供述

から、申立人は、申立期間においてＡ社Ｃ事務所に勤務していたことは認めら

れる。 

しかしながら、Ｂ社では、「関係資料が無く、当時の状況は不明である。」と

回答していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険の適用及び厚

生年金保険料控除の状況について確認することができない。 

また、申立人は、申立期間当時の同僚として７人の名前を挙げているところ、

唯一生存及び所在が確認できた者は、「申立人は、昭和 25年 10月からＤ作業

員として勤務していたが、申立人の厚生年金保険の加入状況については分から

ない。」と供述しており、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から

控除されていたことをうかがわせる供述を得ることができず、申立人も申立期

間の厚生年金保険料が給与から控除されていた具体的な記憶がない。 

さらに、Ａ社Ｃ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）において、申立期間及びその前後の期間に被保険者資

格を有している者のうち、生存及び所在が確認できた 12人に照会したところ、



 

回答が得られた７人からは、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与か

ら控除されていたことをうかがわせる供述が得られず、このうち一人は、「私

は、昭和 23 年頃に入社したが、入社当初は厚生年金保険に加入していなかっ

た。従業員を厚生年金保険に加入させるよう所長と交渉していた記憶がある。」

と供述しているところ、オンライン記録により、同人が同社における厚生年金

保険の被保険者資格を取得したのは、入社時から約３年後の 26年 12月１日で

あることが確認できる。 

加えて、上記の回答が得られた７人のうち、上記同僚一人を除く二人がＡ社

における自身の入社日を記憶しているところ、オンライン記録において、一人

は入社時から約４か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、もう一人は、

同資格を取得するまでに約 17 か月の期間を要していることが確認できること

から、申立期間当時、同社では、従業員の採用と同時に厚生年金保険に加入さ

せる取扱いをしていなかったものと推認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 平成 10年５月１日から 11年７月 31日まで 

             ② 平成 11年８月１日から 13年 10月１日まで 

Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、実際に控除されて

いた厚生年金保険料に相当する額より低い額となっている。 

申立期間①については 41万円ではなく 59万円であり、申立期間②につい

ては 30万円ではなく 59万円であるはずなので、記録を訂正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、Ａ社の会計事務を請け負っていた会計事務所か

ら提出された申立人の源泉徴収票によると、申立人は、その一部の期間におい

て、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていた

ことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録では、申立人の申立期間①及び②の標準報酬

月額が遡及訂正されるなどの不自然な点は認められない上、当該事業所の商

業・法人登記簿謄本により、申立人は、申立期間①及び②当時、代表取締役で

あったことが確認できる。 

さらに、申立人は、「会社の経理事務等は妻に任せてあり、私は社会保険事

務にかかわっていなかった。」と供述しているものの、申立人は、事業主とし

て標準報酬月額に基づく保険料の納付義務を履行する職責にあるとともに、申

立人の妻も、「社印を使えるのは申立人と私の二人であり、手形を切る時等は

申立人が押印していた。また、各種手続の際には私が押印し、書類を社長に確

認してもらうことがあった。」と供述しており、申立人が当該社会保険に係る

事務に関与していなかったとは認められない。 

ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律



 

（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）

が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とす

ることはできない旨規定されている。 

これらのことから、申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただし書に

規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態

であったと認められる場合」に該当すると認められることから、申立期間①及

び②については、たとえその一部の期間において申立人が主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されていたことを認められたとし

ても、申立人の両申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録について、

同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正 15年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年２月１日から 62年４月１日まで 

             ② 昭和 63年１月１日から同年４月１日まで 

             ③ 平成元年２月１日から同年３月１日まで 

             ④ 平成２年２月１日から同年３月４日まで 

    昭和 54 年１月１日から平成３年１月９日まで、Ａ社（現在は、Ｂ社）に

継続して勤務していたので、全ての申立期間について厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①から④までについて、申立人は、「昭和 54年１月１日から平成３

年１月９日まで、Ａ社に継続して勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社では、「平成２年３月４日付けの健康保険厚生年金保険

被保険者資格取得届及び３年１月９日付けの同喪失届以前の書類は、廃棄され

ており残っていない。」と回答していることから、申立人の申立期間①から④

までの期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認できな

い。 

また、Ｂ社は、「従業員は、定年までは通年雇用であるが、定年後は季節雇

用となるため、申立人も当初は通年雇用であったが、60歳となった定年後（昭

和 61年２月１日）に雇用形態が変わり季節雇用となる。」と回答しているとこ

ろ、申立人の当該事業所に係る雇用保険の被保険者資格取得日と離職日の記録

は、オンライン記録と合致していることが確認できるとともに、申立人の雇用

保険の給付記録により、申立人はいずれの申立期間においても失業給付を受給

していることが確認できる。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申



 

立人が申立期間①及び②において、健康保険を任意継続していることが確認

できる。 

加えて、全ての申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人も同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

このほか、申立人の全ての申立期間に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 13年４月１日から 21年１月１日まで 

     昭和 41年６月からＡ社に勤務しており、平成 12年 10月から標準報酬月

額が 34万円となっていたが、13年４月に標準報酬月額を９万 8,000円とす

る届出を行い、その後 20年 12月まで標準報酬月額が９万 8,000円となって

いる。 

  しかし、実際には給与額は変更になっておらず 34 万円のままであったの

で、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、平成 13年４

月に９万 8,000円に減額されているが、申立期間の給与支給額は 34万円のま

まであった。」と主張している。 

しかしながら、申立人に係るオンライン記録では、申立期間の標準報酬月額

が遡って訂正されるなどの不自然な点は認められない上、申立人から提出され

た平成13年４月から20年９月までの申立人に係る健康保険厚生年金保険被保

険者標準報酬改定通知書（写し）によると、申立人の標準報酬月額は、それぞ

れ９万 8,000円と記載されていることが確認できる。 

また、当該事業所の事業主は、「申立期間当時、会社の経営が苦しく、社会

保険料を滞納していたことから、申立人の標準報酬月額を９万 8,000円で届け

出ており、厚生年金保険料は１万円控除していた。」と供述しているところ、

申立人から提出された平成13年９月分及び同年10月分の給料支払明細書（控）

（写し）及び当該事業所から提出された同明細書（写し）（13 年から 20 年ま

でのいずれも１月分と６月分のみ）によると、申立人の報酬月額は、34 万円

であったことが確認できるものの、厚生年金保険料として１万円が控除されて



 

いることが確認でき、一方、健康保険料の控除は確認できないことから、当該

１万円は、健康保険料を含めた社会保険料控除額であると考えることが相当で

あり、申立期間について、申立人が標準報酬月額９万 8,000円に相当する額を

超える厚生年金保険料を給与から控除されていた事実は確認できない。 

さらに、申立期間のうち、上記給与支払明細書に係る期間以外の期間につい

て、申立人が、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料が控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は認め

られない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 


